








































































































































































































































































































































































4月15日 4月～9月 10月～1月 10月～1月 1月25日
受講開始 1．ファシリテーション研修
　 東北公益文科大学大学院
「共創の技法」受講
2．コーディネーション研修
　 「ボランティアコーディ
ネーション力3級検定」
連続講座（3回）
フォローアップ
・ ファシリテーシ
ョン･グラフィ
ック特別講座
・ 「CoCoサロン庄
内」
・ 各種ワークショ
ップへの参加等
実践
・企画書作成
・ 各フィールドにおけ
る実践
・ プログラムから紹介
する様々な場での活
躍等
修了証書
授受
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（近江環人）」については、表3のとおり、一つ目のプログラムの開発において
は1点、二つ目のプログラムの運営においては4点、そして三つ目のプログラ
ムの成果においては3点の合計8点の具体的要素が確認できた。本人材育成プ
ログラムにおいては、大学をプラットフォームとしながら、開発から成果まで
の一連の流れが常に行政をはじめとする地域とともにあり、地域の様々な現場
を前提とした取り組みであることから「コミュニティ・アーキテクト（近江環
人）」及びその育成プログラムの社会的認証が実現していると言える。また、
修了生自らが地域社会における実質的な社会的認証を求めようと努力をしてい
るところに特徴がある。
　一般財団法人地域公共人材開発機構と「地域公共政策士」については、表4
のとおり、一つ目のプログラムの開発においては1点、二つ目のプログラムの
運営においては6点、そして三つ目のプログラムの成果においては1点の合計
8点の具体的要素が確認できた。本人材育成プログラムにおいては、先述の通
り、大学教員による研究等により、これからの社会に求められる「地域公共人
材」像に関する理論が確立された上で、そのような人材を育成するための社会
的認証システムの構想が立てられ、それを実践するべく民間の第三者機関とし
てのCOLPUが設立されたことが最大の特徴と言える。現時点ではこのような
先行事例は他には確認できておらず、地域人材育成の社会的認証システムの構
表3　滋賀県立大学「近江環人地域再生学座」と「コミュニティ・アーキテクト（近
江環人）」の育成における社会的認証の要素
①人材育成プログラムの開発 滋賀県の環境に配慮した地域づくりに資する人材育成プログラ
ムの開発
②人材育成プログラムの運営 滋賀県並びに市町村からの財政、運営面における協力と連携
滋賀県並びに市町村からの職員派遣（受講生及び講師）
プログラムの公開性（一定の要件を満たせば誰でも受講できる）
大学院生と社会人との共学
③人材育成プログラムの成果 「コミュニティ・アーキテクト（近江環人）」の輩出（滋賀県立
大学による認証）
修了生同士のネットワーク化、NPO法人設立
上記NPO法人及びネットワークを活かした地域課題解決、地域
づくりの実践
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表4　一般財団法人地域公共人材開発機構と「地域公共政策士」の育成における社会
的認証の要素
①人材育成プログラムの開発 京都府内の大学を中心に大学間連携に基づく人材育成（地域に
根付き課題解決ができる人材、協働型社会で活躍する人材）プ
ログラムの構築（「地域公共政策士」の育成）
②人材育成プログラムの運営 地域公共人材の育成、「地域公共政策士」の認証･評価等の事業
を行うための第三者機関である一般社団法人地域公共人材開発
機構（COLPU）の設立
COLPUを中心とした「地域公共政策士」のプログラムの要件、
基準の策定
上記基準づくりのための地域公共人材育成のステークホルダー
から構成されるプラットフォームの構築
COLPUによる大学が提供するプログラムの認証･評価
出口を意識したプログラムづくりと認証
COLPUによる出口への橋渡し
③人材育成プログラムの成果 2017年3月までに「地域公共政策士」が17名、「初級地域公共
政策士」が89名認証されている
築という点では最も進んだ取り組みであることが評価できる。以上のことから
特にプログラムの運営における社会的認証の具体的要素が数多く確認できてい
る一方で、取り組みの開始から十分な時間が経っていないこともあり、プログ
ラムの成果について十分な情報を得ることができていない。体系化された社会
的認証システムにより、2017年3月までに「地域公共政策士」が17名、「初級
地域公共政策士」が89名認証されていることが成果として挙げられる。また、
COLPUのホームページ上には「地域公共政策士」の修了者3名のインタビュ
ー記事及び動画が掲載されており、修了生自身の評価として企業、行政機関、
COLPUというそれぞれの勤務先において多様な住民や組織との連携･協働を
コーディネートすることができることを述べているが、社会的認証の観点から
は確認はできていない。
　以上の分析を踏まえて、最後に東北公益文科大学における平成28年度の「地
域共創コーディネーター」の育成における社会的認証の要素を整理した内容を
表5に示す。一つ目のプログラムの開発においては1点、二つ目のプログラム
の運営においては7点、そして三つ目のプログラムの成果においては2点の合
計10点の具体的要素が確認できた。
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　本プログラムは開講初年度ということもあり、今後改善に取り組まなければ
ならない点が多々あるが、社会的認証の視点からは、特に行政、NPO等の職
員有志による「地域共創コーディネーター養成プログラム検討委員会」を立ち
上げ、その中でプログラムの内容及び運営方法に関する議論と検討を重ねたこ
と、プログラム開講後も同委員会が形骸化することなく運営を担い続けたこと
と、鶴岡市を中心とする自治体からの財政的支援並びに運営面における積極的
な協力を得ることができたことが特徴と言える。また、プログラムの受講生募
集段階における周知、プログラム内容に関する新聞記事の掲載、受講生による
SNS等へのプログラム内容の発信、講座の公開（部分的受講を認めたり、オブ
ザーバー参加を認めたりした）により、地域人材育成のステークホルダーだけ
でなく、広く地域社会におけるプログラムの認知や社会的評価が高まることも
表5　東北公益文科大学「平成28年度地域共創コーディネーター養成プログラム」
における社会的認証の要素
①人材育成プログラムの開発 平成27年度より「地域共創コーディネーター養成プログラム検
討委員会」を立ち上げ官民協働によりプログラムの開発に取り
組んだ（11名の検討委員から構成、平成27年度は検討委員会
を5回、平成28年度は8回開催）
②人材育成プログラムの運営 大学が事務局を担い、「地域共創コーディネーター養成プログ
ラム検討委員会」により運営
6自治体、その他4団体の共催によりプログラムを開講
行政からの財政的支援（鶴岡市から事業費補助、酒田市から研
究費委託）
プログラムの周知及び受講生募集への自治体、NPO等からの協
力（受講料の助成などを含む）
プログラムの公開性（一定の要件を満たせば誰でも受講できる、
プログラムの一部のみの受講が可能）
大学院生、学部生と社会人との共学（社会人は行政職員、NPO
職員、地域おこし協力隊員、市議会議員、会社員、社協職員、
医療従事者、コミセン職員など）
新聞（山形新聞）への記事掲載（2回）
③人材育成プログラムの成果 32名の「地域共創コーディネーター」の輩出（「地域共創コー
ディネーター養成プログラム検討委員会」による認証、東北公
益文科大学学長名による修了証書の発行）
修了生同士のネットワーク化（但し組織化はしていない）、地
域課題解決における連携･協働の推進
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確認できた。そして、本プログラムでは、受講生が行政の計画策定ワークショ
ップ、中山間地域における防災･地域づくりワークショップ、地元の高校生向
けワークショップ等の地域課題解決や地域づくりの現場で学んだ知識やスキル
を活かして活躍する場面や、各種講座を開催したり、人材育成セミナーにおけ
る講師を引き受けたりという実際の成果が生まれた。受講生によるこれらの実
践が少しずつ関係者に成果として伝わることにより、次年度の新たなプログラ
ム受講希望者の獲得に結びつくケースも見受けられる。以上のことからプログ
ラムの成果を地域社会に伝えるということが社会的認証システムの構築には重
要な要素であることが確認できる。
　先述の二つの先行事例との比較を行うと、「地域共創コーディネーター養成
プログラム」の社会的認証システムを構築するためには大きく2つの課題が挙
げられる。一つは滋賀県立大学「近江環人地域再生学座」で達成できているよ
うに、地域人材育成プログラムの成果が最も確実に確認でき、修了生自身が
「コミュニティ・アーキテクト（近江環人）」であることを自覚し、さらなる成
長ができるように修了生同士の組織化を実現することである。「地域共創コー
ディネーター」とは多様な個人･組織の対話を促進する「ファシリテーション」
ならびに連携･協働を進め課題解決の実践を仕掛ける「コーディネーション」
を担うことのできる人材を指しており、「コミュニティ・アーキテクト（近江
環人）」の事例と同様に、ネットワーク化によって自らが必要な人材や資源と
つながることとにより課題解決や地域づくりに取り組めることが求められる。
本稿における分析からは人材育成プログラムが多様な人材とのつながりを構築
する最良の場であることが明らかであり、そのネットワークが現場に活かせる
ものとして構築されることが人材育成プログラムの社会的認証システムの要素
として欠かせない。よって、「地域共創コーディネーター養成プログラム」の
修了生の組織化について具体的な検討を進める必要性が示唆される。
　もう一つは一般財団法人地域公共人材開発機構のような社会的認証システム
を構築するための事務局組織の必要性である。COLPUは複数の大学並びに行
政が協力をして設立した組織であり、人口規模や大学数から見ても庄内地域に
おいては同様の法人を設立することは適切とは言えない。しかしながら、一行
政区画を越えた広範囲の地域を対象として官民協働により地域人材育成に取り
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組むためには、どのようなステークホルダーからも一定程度中立の立場の事務
局の設置が求められる。地域人材育成プログラムの継続的、発展的な運営のた
めに不可欠な運営資金の確保の面からも、独立した事務局組織の設立は多様な
ステークホルダーからの出資を促し易いと考える。本分析からは、人材育成プ
ログラムの開発、運営、成果の全ての過程において多様な主体が参画でき、そ
れらの対話の場を創出したり、意見の調整を行うことにより社会的認証システ
ムを構築できることが明らかになった。急激な人口減少により厳しい時代を迎
えた山形県庄内地域の地域人材育成のためにはそのプログラム運営の事務局組
織を立ち上げることも重要な課題であると言えよう。
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